





















































































































値であり，実現しうる x の集合は有限集合 X≡｛x１, x２, ..., xn｝（ただし x１＜x２＜…＜xn）とし，n
３とする。プリンシパルは報酬（賃金）契約をエージェントに対して提案し，エージェントが
それを受容し契約を締結するか否かを決定する。契約を締結したエージェントの職務遂行の結
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｛１, ..., n｝，j ∈｛０,１｝）で努力水準 aj（j＝１,２）をエージェントが選択したときの成果 xiの出る
確率を表すことにする（∑ni＝１pi（aj）＝１が成立する）。この確率分布について，以下を仮定す
る。
仮定１．pi（aj）＞０ ∀i∈｛１, ..., n｝，j ∈｛０,１｝．
仮定２．（単調尤度比条件：Monotone Likelihood Ratio Condition :（MLRC））
尤度比 πi≡
pi（a１）－pi（a０）




































































































w（u′２）, ..., w（u′n））すなわち u′i＝u＊i －Δ ∀i（ただし Δ＞０）が，IR, ICの両制約を満たす（Δ∑i∈I







ル v＝（v１, ..., vn）∈Rn＋\Rn＋＋と最低賃金しかもらえない場合の効用の和として uを捉え直すと，u


















































１ v in Rn＋\Rn＋＋であるので，vと１nは１次独立であるから，一般にスカラー κとベクトル vを用いた u＝κ
１n＋vという変換において u≠u′と“v≠v′または κ≠κ′”とは同値となる。



























































が成立する。ここで，u＊i ≡－（１－ε）E（v＊）＋c（a１）＋u＋v＊i であり，Cov（w′（u＊i ）, v＊i ）は w′（u＊i ）
と v＊i の共分散を意味し，w″０よりその符号は非負である。Δが十分に０に近いので（７）は，


































（E（πi）≡∑i∈I πi pi＝∑i∈I pi（a１）－∑i∈I pi（a０）＝０）という事実から，πn＞０が成立し，v＊∈Rn＋
\Rn＋＋である。IC制約を等式で満たす v∈Rn＋\Rn＋＋で v１＝…＝vn－１＝０となるものは v＊に限ら
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賃金が xm（m∈｛２, ..., n－１｝）以下の成果について固定され，xmを超える成果について成果につ
いて強増加となる（u１＝…＝um＜um＋１＜…＜un）かのいずれかであり，パラメーター λ（＞０）
と μ（＞０）および π∈［π１, πn－１］によって，以下のように特徴付けられる。
w′（ui）＝（１－ε）λ＋μπi ∀im＋１ （９）












































































































































（α,２），...，（α, n－１）には全ての α∈［０, ∞）について，問題（α, n）には πn－１＞０の場合に限っ
て全ての α∈［πn／πn－１－１, ∞）について最適解が存在し，それらは命題３―１で示したいずれかの
タイプに区分される。問題（α, j）の最適解で評価したプリンシパルの目的関数（期待賃金コス
ト）を F（α, j）と表すと，F（α, j）（j＝１, ...,n）はそれぞれ２階条件を満たし，その最小値を与え
64 商 経 論 叢 第 50 巻第 1号（２０１４．１０）
る α＊（j）∈［０, ∞）が一意に存在する（問題 nについては α＊（n）∈［πn／πn－１－１, ∞））。そして，
３―４―aと同様，０（問題（α, n）については πn／πn－１－１）を含む閉凸区間に含まれる αと α＊（j）
付近の αについて，問題（α, j）の最適解における πと αは負の相関関係にある。
F（α,１）, ...,F（α, n）の包絡線が F（α）であるが，これが３―２と同様の性質をもつことは，F（α,
１）とその他の F（α, j） j≠１とを比べることで明らかになる。すなわち，α＜α＊（１）の場合は必ず
F（α, j）F（α,１）であり，α＞α＊（１）の場合は F（α,１）と F（α, j）の大小関係が逆転することもあ
りうるが，そのような αの領域では F′（α, j）＞０であるので，３―２が成立する。またこのことか
ら当然，３―４―bも成立する。
３．２ 固定給の対象となる成果の範囲の拡大と不確実性プレミアムの節約














∂α ＜０が，全ての α∈［０, ∞）および全ての ε∈［０,１）について成立す
る。
証明．補遺 Cを参照。
（１４）において Iminは問題（α,１）の解において vi＝０となるような iの集合で，タイプ２の解に





































piを ρ（v）と，不確実性プレミアムに該当する exp［εE（v）］を κ（v）と表すことにする。関数形か








により，各 αについて一意に定まる μ, πによって，


































ginal Benefit of saving the Uncertainty premium（MBU））をも意味する。
一方，右辺の
－d ln ρ
dE（v） は E（v）の上昇がもつリスクプレミアムの節約の便益（逆に πの拡大
がもつリスクプレミアム増大の限界費用（Marginal Cost of Increasing Risk premium（MCR）））
に相当する。
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MCR’MBU, MCR
MCR
C ε′ MBU’B ε MBUA
π
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補遺A : 命題２の証明
問題（４）の全制約を満たす uの集合は下に有界な∩nj＝1 IRjの部分集合である。ただし，IRj≡
｛u∈Rn（１－ε）E（ua１）＋εujc＋u｝である。更に，w′＞０, pi ＞０ ∀i∈Iであるので集合｛u∈
Rnw（ui）piK｝は上に有界である。従って，wの連続性と微分可能性から，解の存在が保証
される。また，制約条件が Slaterの制約規約を満たすので，u＊が問題（４）の局所最適解であるな













































１－ε  ０ （２３）
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を含意する。ここで添字の集合 Iminは Iの部分集合で，Imin≡｛i∈Iui＝min（u）｝であり，I cminは


















問題（１３）の制約条件を満たす vの集合が Rn＋\Rn＋＋に含まれ凸集合ではないので，Rn＋\Rn＋＋を n
個の凸の部分空間 V（j）≡｛v∈Rn＋\Rn＋＋vj＝０｝，j∈｛１,２, ..., n｝に分け，第１段階の問題（１３）に vj
＝０という制約を付け加えた問題（これを問題（α, j）と呼ぶ）を考え，次いで，問題（α,１）,（α,
２）, ...,（α, n）の解のそれぞれにおいて評価したプリンシパルの目的関数の値を F（α, j）とおき，
その性質を明らかにする。まず証明の論証ブロックの補題を列挙した後，各々の証明を付す。






＊（α, j）＝v＊i（α, j）, ...,v＊n（α, j））が存在す
























i≠jの場合 w′（ui）＝w′（umin（α））＋μ（α, j）＊max［πi－π（α, j）,０］





ただし，umin≡－ Δcπn （１＋α）である。また，μ（α, j）＞０, π（α, j）∈（－∞, πn－１］（問題（α, n）の場
合は π（α, n）∈（－∞, πn－２］）は，各 α, jについて一意に定まる。特に，π（０, j）＝πn－１ （j≠n），
π（０, n）＝πn－２である。
補題６．目的関数 E（w）を v＝v＊（α, j）で評価したものを F（α, j）とおく。 ∂
２F（α, j）
∂α２ ＞０で，各 j
について F（α, j）を最小化する α＝α＊（j）∈［０, ∞）が一意に存在する。
補題７．７―１）問題（α, j）（＝１, ..., n）を特徴付ける π（α, j）の解について，∀α∈［αmin（j）, α（j）］, π
（α, j）∈［π１, πn－１］が成り立つような αのうち，最大のものを α（j）とおく（最大値が存在しな
ければ α（j）＝∞とする）。このとき，α＊（j）∈［αmin（j）, α（j））である。
７―２）問題のそれぞれについて，（α, j）については αmin（j）とそれより大きな αを含む αの閉凸区
間が存在し，その区間に含まれる全ての αと，α＊（j）付近の αについて ∂π（α, j）∂α ＜０である。
補題８．８―１）区間［αmin（j）, α（j）］に含まれる全ての αについて F（α,１）F（α, j）である。
８―２）∀α∈（α（j）, ∞）, ∂F（α, j）／∂α＞０である。
（１３）の第１段階の問題の解は，問題（α, j）（j＝１, ..., n）の解のうち，F（α, j）（j＝１, ..., n）の最小
値を与える問題の解であるから，補題５によって命題３―１）がまず証明される。命題３―２,３,４）
は補題６，補題７―１,２, 補題８に基づく以下の補題より導かれる。
補題９．j＝２, ..., nの中から１つを選び，F（α, j）と F（α,１）の２つの関数の包絡線 F（α,１, j）≡
min［F（α,１），F（α, j）］を考える。全ての２, ..., nについて，F（α,１, j）は以下の性質を満たす。
９―１）ある α＊（１, j）∈［０, ∞）が存在して，








９―２）０と α＊（１, j）を含む αの閉凸区間において，F（α,１, j）＝F（α,１）である。
F（α, j）（j＝１, ..., n）の包絡線min［F（α,１）, ..., F（α, n）］が F（α）であるが，それは，F（α,１, j）
（j＝２, ..., n）の包絡線でもあるから，補題９―１から，命題３―２が従う。また，補題７―２と９―２か
ら，命題３―３と３―４が従う。以下，上記の補題５から補題９までの証明を順次示す。
















































１－pj（一定） ∀i∈I \｛ j｝
プリンシパルの目的関数 E（w）をこの解の周りで，TEv制約を考慮しながらテイラー展開す
ると, E（w）v≠v＊＝E（w）v＝v＊＋１２∑i≠jw″［v（α, j）＋θi（vi－v（α, j））］＊（vi－v（α, j））
２pi＞E














＜０かつ α πnE（πi i≠j）
－１の場合は（３０）が問題（α, j）の解であり，以下これを“問題（α,
j）の最善解”と呼び vFB（α, j）と表す。









る。この場合，IC制約が有効となり，問題（α, j）の解は TEv制約と IC制約の２つの等式制
約を含む期待賃金コスト E（w）の最小化問題の Kuhn＝Tucker条件によって以下のように特
徴付けられる。
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v＊i（α, j）＝０ かつ w′（ui）＝w′（umin（α））λ＋μπi （３１）
v＊i（α, j）＞０ かつ w′（ui）＝w′（umin（α）＋v＊i（α, j））＝λ＋μπi
ただし umin（α）≡－（１－ε）E（v）＋c（a１）＋u＝－ Δcπn（１＋α）＋c（a１）＋u




補題６の証明 問題（α, j）の解が（２８）の最善解（タイプ１）である場合，F（α, j）＝w（umin（α））pj
＋w（umin（α）＋v（α, j））（１－pj）であり，umin（α）と v（α, j）がいずれも αについて線形であるか
ら，補題６は関数 wの凸性から直ちに従う。
解が（２９）の次善のタイプ２である場合，αの微細な変化によって，最低賃金の対象となる成果
の範囲となる添字の集合 Imin（α, j）≡｛i∈Iv＊i（α, j）＝０｝が変化する場合がある。今，m∈Iを，
Imin（α, j）の中の，j以外の要素で最大のもの，とする。w（・）の連続性より，v＊（α, j），μ（α, j），







Imin（α, j） π＝πmで dπ０の場合または π≠πm
（３２）


























０ ∀i∈I \ Imin（α＋dα, j）
となる（d（μπ）＝μdπ＋πdμである。また記法の簡便のため，以下，Iminとは Imin（α＋dα, j）を表
すものとする）。



























≡ε＋（１－ε）∑i∈Imin pi＋（１－ε）∑i∈Imin w″（umin）w″（ui） piである。















































































ただし，A≡∑i∈I \ Imin piw″（ui），B≡∑i∈I \ Imin
πi pi
w″（ui），C≡















IR制約と IC制約を考慮すると dumin＝－（１－ε）dE（v）と∑i∈I \ Imin πi pidvi（＝∑i∈I πi pidvi）＝０


























































































が，問題は，関数 π（α, j）が αについて単調減少ではなく増加に転じる部分をもち，π（α, j）＝π
（α＊（j）, j）となる αが複数存在する場合である。しかし，この場合，F（α, j）が最も小さくなるの














∑i∈I \ Imin（πi－π）piw″（ui） ＞０である。
よって，補題７―１が示された。
補題７―２の後段は，上記（４２）と π（α, j）の連続性および問題（α, j）の αの定義域の最小値にお
いて∂π／∂α＜０であることから直ちに導かれる。すなわち，もし α＊（j）において ∂π∂α ＞０である
とすると，少なくとも１つの，α＊（j）より小さな α′について π（α′, j）が π（α＊（j）, j）に等しくなる







補題８の証明 αが当該区間に含まれる場合，π（α, j）π１であるので Imin（α, j）に i＝１が含ま






補題９の証明 まず，F（α,１）の最小値を与える α＊（１）が，F（α,１, j）の最小値を与える αでもあ
る。なぜなら，補題８―２と補題６より，α（j）を上回る αについての F（α, j）が F（α,１, j）の最小















































m π∈（πm, πm＋１）の場合または π＝πmかつ dπ０の場合
m－１ π＝πmかつ dπ＜０の場合
両辺を exp（vi）で割り，更に piを乗じて i∈Iについての和を取ると，
dE（v）＝（B－Aπ）dμ－μAdπ （４６）
（ただし，A≡∑iM＋１pi／exp（vi），B≡∑iM＋１πipi／exp（vi）である）。同様に（４５）の両辺を
































































































































































dε＝ ∂MCR∂π dπ （５４）
を得る。補題４より
∂MCR
∂π ＞０だから，
dπ
dε の符号は（５４）の dεの係数の符号に一致する。
ところで，第１段階の問題の１階条件（１５）の両辺に vipiを乗じ，更にこれを i∈Iについて足
し合わせ，IC制約を考慮すると，∑i∈Iexp（vi）vi pi＝（１－μπ）E（v）＋μIが成立することから，
＝
１
μ

∑i∈I exp（vi）vipi－（１－μπ）E（v）

 （５５）
である。
更に，（１５）より E［exp（vi）］＝（１－μπ）＋μ∑iM（π－πi）piが成立するので，これと第２段階の
問題の１階条件（１６）ないし（１７）より，
１－μπ＝（１－ε）E［exp（vi）］ （５６）
である。これを（５５）に代入すると，
＝
１
μ

∑i∈I Cov（exp（vi）, vi）＋εE［exp（vi）］E（v）

 （５７）
を得る。
また，（１５）より πi＝１
μ
［exp（vi）－（１－μπ）］であるので，（C－Bπ）＝１
μ２
∑iM＋１１－
１－μπ
exp（vi）


＊［exp（vi）－１］piであり，更に，exp（vi）＝１ ∀iMだから，（C－Bπ）＝１
μ２
∑i∈I１－
１－μπ
exp（vi）


＊［exp（vi）－１］piであり，右辺に（５６）を代入すると，
c－Bπ＝１μ２

	Cov［exp（vi）,－exp（－vi）］＋εE［exp（vi）］

１－E



１
exp（vi）





＞０ （５８）
を得る。（５７）と（５８）を（５４）へ代入すると，（５４）の dεの係数は（１８）の右辺に一致する。すなわち
命題４が示された。
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